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   制 定 要 旨 

 

霊堂の管理の一部を指定管理者に行わせることとするため、この条例を制定

するものである。 

議案第７６号 

 

   川崎市港湾施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 川崎市港湾施設条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

            平成２５年 ６ 月 ３ 日提出 

                川崎市長 阿 部 孝 夫 

 

川崎市港湾施設条例の一部を改正する条例 

川崎市港湾施設条例（昭和２２年川崎市条例第３３号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条の次に次の３条を加える。 

（指定管理者） 

第２条の２ 市長は、法人その他の団体であって次の要件を満たすものとして

その指定するもの（以下「指定管理者」という。）に港湾施設の管理を行わ

せることができる。 

⑴ 港湾施設の管理を行うに当たり、市民の平等な利用が確保できること。 

⑵ 事業計画書の内容が、港湾施設の効用を最大限に発揮するとともに管理

経費の縮減が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書の内容に沿った港湾施設の管理を安定して行う能力を有する

こと。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 



（指定管理者が行う管理の基準） 

第２条の３ 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、港

湾施設の管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第２条の４ 指定管理者は、次条各項の許可に関する業務その他港湾施設の管

理のために必要な業務を行わなければならない。 

 第３条第１項中「市長」の次に「（指定管理者が管理を行う港湾施設にあっ

ては、指定管理者。第２項及び第３項、第５条第２項、第６条から第８条まで、

第１２条並びに第１６条において同じ。）」を加える。 

 第１０条中「市」を「市及び指定管理者」に改める。 

 第１６条中「復し、」の次に「市長の」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第２条の次に３

条を加える改正規定（第２条の２（指定管理者に港湾施設の管理を行わせる

ことに係る部分を除く。）に係る部分に限る。）及び附則第３項の規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に効力を有する市長の行った利用許可その他の行為

で、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において改正後の条例

（以下「新条例」という。）の規定により当該行為に相当する行為を行うべ

きものが新条例第２条の２第１項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」

という。）となるものは、施行日以後においては、指定管理者の行った利用

許可その他の行為とみなす。 

 （事業計画書等の提出の特例） 



（指定管理者が行う管理の基準） 

第２条の３ 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、港

湾施設の管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第２条の４ 指定管理者は、次条各項の許可に関する業務その他港湾施設の管

理のために必要な業務を行わなければならない。 

 第３条第１項中「市長」の次に「（指定管理者が管理を行う港湾施設にあっ

ては、指定管理者。第２項及び第３項、第５条第２項、第６条から第８条まで、

第１２条並びに第１６条において同じ。）」を加える。 

 第１０条中「市」を「市及び指定管理者」に改める。 

 第１６条中「復し、」の次に「市長の」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第２条の次に３

条を加える改正規定（第２条の２（指定管理者に港湾施設の管理を行わせる

ことに係る部分を除く。）に係る部分に限る。）及び附則第３項の規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に効力を有する市長の行った利用許可その他の行為

で、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において改正後の条例

（以下「新条例」という。）の規定により当該行為に相当する行為を行うべ

きものが新条例第２条の２第１項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」

という。）となるものは、施行日以後においては、指定管理者の行った利用

許可その他の行為とみなす。 

 （事業計画書等の提出の特例） 

３ 新条例第２条の２第２項の規定にかかわらず、附則第１項ただし書に規定

する規定の施行の日以後最初に行われる同条第１項の指定に係る事業計画書

その他市長が必要と認める書類は、市長が指名したものに限り提出できるも

のとする。 

 

 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

港湾施設の管理を指定管理者に行わせることができることとするため、この

条例を制定するものである。 


